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図-1 国川地すべりの位置（国土地理院・基盤地図情報10mメッシュデータをもとに作成）  

2012年3月新潟県上越市で発生した融雪地すべりの特徴 

木村 誇＊ 畠田和弘＊＊ 丸山清輝＊＊＊ 野呂智之＊＊＊＊ 中村 明＊＊＊＊＊  
 

1．はじめに 1 

 2012年3月7日に新潟県上越市板倉区国
こ く

川
が わ

地区

で発生した地すべり（以下、国川地すべりとす

る）は、発生斜面直下の沖積扇状地上に広がる水

田地帯に達した後も、地すべり土塊が周囲に拡

散・停止することなく末端部がおよそ250mにわ

たって前進を続けた。その結果、民家など11棟
を全半壊する被害を及ぼした。また、土塊末端部

の移動が継続したため、周辺の集落21世帯83名
が2ヶ月以上の避難を余儀なくされた。本報告で

は、このように大きな被害をもたらした国川地す

べりの主な特徴を把握するために、地すべり発生

箇所の地質および地形、地すべりの規模、地すべ

りの発生から移動土塊がおおむね停止するまでの

状況、発生前後の気象条件についてまとめたもの

を報告する。 
 

──────────────────────── 
Characteristics of the Snowmelt-induced Landslide Occurred 
on March 2012, Joetsu City, Niigata Prefecture 

2．地すべりの概要 

2.1 発生箇所の地質および地形 
 地すべりは新潟県上越市板倉区国川地区にある

山麓部の傾斜12～13°（tanθ＝0.21～0.23）の

緩勾配斜面で発生した（図 -1）。発生斜面とその

周辺の地質は（図 -2）、須川層と呼ばれる新第三

紀（後期中新世－前期鮮新世）の塊状泥岩と猿橋

層と呼ばれる前期更新世の礫岩を主体とした層か

ら成っており、それらの地質境界には北東方向の

走向をもつ木成断層が分布している1）。発生斜面

を含む周辺の山体は、1987年頃より砂利採取場

としての利用が始まったため、現在の地形は人為

的に改変されている。採取事業が開始される以前

の地形（図-3）を見ると、木成断層の走向におお

むね沿うかたちで急崖地形が発達していることか

ら、発生箇所周辺の斜面は古い地すべり地形の土

塊部分にあたり、今回の地すべりは、その土塊の

報文 
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5 km

地すべり発生箇所（図-3）

 

図-2 国川地すべり周辺の地質分布  
（産業技術総合研究所・シームレス地質図をもとに作成）  

 

 
図-3 地すべり発生箇所の旧地形図（1985年）  

一部が再滑動したものだと推察される。 
地すべり土塊が移動した水田は、完新世以降に

発達した関川の支流河川の扇状地堆積物上にあり

（図-2）、被災した集落までの区間の傾斜は3～4°
（tanθ＝0.05～0.07）である。 
2.2 地すべりの規模 
 地すべりの規模は幅約150m、長さ約500mあ

り、崩壊土砂量は約750,000m3と推定された。土

塊末端部の移動距離は約250mとされているが、

この値には移動土塊が水田上を滑走しながら前方

へと押し出した雪塊の幅も含まれている。末端部

の周辺に形成された雪塊の幅は約20mに及ぶこと

から、実質的な土塊の移動距離は約230mであり、  

地すべり斜面長と移動距離との比は0.46となった。

これらの値は現行の土砂災害防止法における地す

べりの警戒区域の範囲2）を超えない。しかしなが

ら、過去に日本国内で降雨や融雪によって発生し

た地すべりのうち、移動距離が200mを超えたも

のは全体の20%未満しかないという報告3）からは、

相対的に移動距離の長い地すべりだったと言える。 
地すべりの到達距離の大きさを表す指標の一つ

である等価摩擦係数※（Ｈ／Ｌ）については、比

高Ｈが約115m、斜面長Ｌが約730mより0.16と見

積もられた。Crominas4）が示した崩壊土砂量と

Ｈ／Ｌとの関係式（Ｈ／Ｌ＝0.7220×10-0.0806Lvol，

R2＝0.800；Lvolは崩壊土砂量の自然対数値）か

らは、750,000m3の地すべりのＨ／Ｌは0.24と予

測される。実際と同じ比高でこの値が満たされる

のは斜面長479mのときである。したがって、国

川地すべりの到達距離は、崩壊土砂の規模から予

想される値を大きく上回るものであったことがわ

かる。 
2.3 地すべりの発生と土塊の移動状況 

地すべりの発生は、7日午前に起こった地すべ

り頭部斜面および砂利採取作業道上への亀裂に

よって最初に確認された。発生時の亀裂の落差は

5cm程度であったが、7日夕刻には約10m、8日に

 

 

 

 

 

 

写真-1 地すべり頭部の滑落崖（3月8日）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-2* 水田上の積雪が隆起しはじめる（3月8日）  

滑落崖 

移動土塊 

作業道 

─────────────────────── 
※土木用語解説：等価摩擦係数 
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は約30mにまで達した（写真 -1）。発生当初、土

塊の末端部は斜面下方の水田にまで到達していな

かったものの、8日午後には山脚部で土塊の荷重 

 

* 写真 -2から6は新潟県砂防課より提供  

による積雪の隆起が確認されるようになったため

（写真 -2, 3）、この頃に土塊の末端部が水田に到

達したと推測される。土塊の移動はその後も続き

（写真-4）、10日未明には末端部の雪塊が家屋に到

達した（写真 -5）。家屋へ到達した後も土塊の移

動は継続したため、末端部では雪塊や破壊された

家屋の一部が、県道や用水路へと乗り上げ、これ

らを破損させた（写真 -6）。表 -1には、発生から

移動土塊がおおむね停止するまでの状況と末端部

の移動速度をまとめた。土塊末端部は8日午後4
時頃に水田上に到達し、9日午前2時頃までに約

150m移動した。よって、この期間の移動速度は

毎時10－15mに達したものと推定される。末端

部が家屋に到達した10日以降も土塊の移動は継

続したが、移動速度は大きく低下し、20日以降

には0.2～1.8mm/dayにまで減速した。 

3．地すべり発生時の気象条件 

3.1 上越地域の今冬の積雪量 
国川地すべりの主な誘因は斜面への融雪水の供

給であったと考えられる。そこで、上越地域にあ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-3* 土塊が水田に到達する前の状況（3月8日）      写真-4* 集落に接近する地すべり土塊（3月9日）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-5* 土塊の末端部が家屋へ到達（3月10日）       写真-6* 破壊した家屋とともに県道へ到達（3月16日）  

 

表-1 地すべり土塊末端部の移動状況  

期間  移動状況  

3月7日  地すべり頭部の滑落 

3月8日午後～9日  
地すべり土塊が斜面から水田へと  
移動  
推定：10－15 m/hour 

3月10～12日  
末端部が家屋に到達、家屋を壊し

ながら移動  
移動杭観測データ：5－20 m/day 

3月13～15日  
末端部が破壊した家屋とともに県

道に到達  
移動杭観測データ：2－7 m/day 

3月16～19日  移動は継続するも日ごとに減速 
GPSデータ：36－756 mm/day 

3月20日～  
末端部の移動がほぼ停止する 
GPSデータ：0.2－1.8 mm/day 

（31日まで）  
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る気象庁観測所の記録5）をもとに、例年の降雪量

および積雪深と今冬の値を比較した。表-2には、

高田および関山観測所（図 -1）における2010年
度までの年最大積雪深と総降雪量の平均値（括弧

内は既往の最小値と最大値）と2011年度の記録

を示した。今冬の最大積雪深は両観測所で過去の

平均値の約1.6倍の積雪があった。一方で、今冬

の総降雪量は両観測所とも過去の平均値の1.1倍
程度に止まっていた。したがって今冬は、総降雪

量としては例年並みであった一方で、過去の平均

値を大きく上回る積雪があったと言える。 

3.2 地すべり発生前後での積雪深と気温の変化 
 地すべり発生前後の積雪深および気温の変化か

ら融雪量の変動を検討した。図 -4に示した2012
年2月1日から3月10日の積雪深の推移を見ると、

2月中にも積雪深の断続的な減少が見られたが、

新たな降雪による積雪深の増加と交互に表れてい

たことから、積雪深の減少は、融雪のみによるも

のではなく、積雪のしまりによるものを含んでい

表-2 上越地域で記録された降雪量および積雪深  

観測所  高 田  関 山  

観測期間  52年間  
（1961－2011）  

32年間  
（1981－2011）  

年最大積雪深（cm）  135 
（15－324）  

218 
（56－362）  

総降雪量（cm）  619 
（111－1494）  

1174 
（554－1886）  

2011 年 度 最大 積雪 深

（cm）  222 347 

2011 年 度 総 降 雪 量

（cm）  654 1368 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 2012年2月から3月にかけての積雪深の推移  
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図-5 2012年2月から3月にかけての気温変化と推定融雪量  
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ると考えられる。そのため、積雪深の減少量をそ

のまま融雪量に換算すると、特に２月中の融雪量

が過大評価になる可能性が高い。 
正確な融雪量の算定には、積雪面での熱収支の

観測が必要になるが、それに代わる簡便な手法と

して、融雪係数を用いて気温から融雪量を推定す

る方法がある6）。融雪係数Ｋｍ（mm・day-1・℃ -1)

は以下のように定義される7）。  
Ｍ＝Ｋｍ（Ｔ－Ｔ0） 

与式におけるＭ（mm・day-1）は水換算の日融

雪量、Ｔ（℃）は日平均気温、Ｔ 0（℃）は融雪

がはじまる平均の気温である。太田8）は気温、相

対湿度、風速などの融雪量に影響する気象要素が

緯度に依存した傾向があることを考慮し、等緯度

地域ごとの気温と融雪量との関係を算定している。

それによれば、北緯34°および北緯38°におけ

る気温と融雪量との関係を示した曲線から、融雪

量が正の値になる気温の閾値、すなわちＴ 0とし

て0.45および0.30が、気温が0～10℃までの区間

の勾配、すなわちＫｍとして3.63および4.45が得

られる8）。上越地域は北緯36～37°の緯度帯にあ

るため、ここでは北緯34°と北緯38°の関係式

における融雪係数と閾値気温の平均値（Ｋｍ＝

4.04、Ｔ 0＝0.38）を用いて融雪量の推定を試み

た。 
高田では、2月23日と3月5日から7日にかけて

平均気温が5℃以上を記録した（図-5）。関山での

気温変化もこれと類似しており、平均気温が5℃
以上になったのは 2月 23日、 3月 5日から 6日で

あった（図 -5）。 2月 23日の融雪量は、高田で

21mm、関山で24mmと推定された（図 -5）。3月
5日から7日にかけて、高田では19～26 mm/day
の融雪が、関山では14～25mm/dayの融雪があっ

たと推定された（図-5）。その結果、2月から地す

べりが発生した3月7日までの積算融雪量は高田

で206mm、関山で133mmに達していた（図 -5）。  
3.3 融雪にともなう河川水位の変化 
 融雪係数を用いて推定した融雪量の変動が実際

の融雪水の流出とも整合性の高いものかどうかを

検討するため、近傍にある水文観測所の記録9）を

もとに、同期間における水位の変動を調べた。図

-7には、高田および二子島観測所（図-1）におけ

る平成24年2月1日から3月10日の水位を示した。

2箇所の観測所に共通して、2月23日から25日に

かけてと3月5日以降の2度に渡り、平水位を超え

る水位の上昇が見られた。両期間とも、気温の上

昇に伴う融雪量の増加があった期間と対応する。 
 3月5日以降について詳しくみると、5日午前か

ら水位の急激な上昇が始まり、6日夜半にピーク

を迎えていた。その後は水位低下が進んでいたも

のの、10日までの5日間以上に渡って平水位を超

える水位が継続していた。図-6にも示した通り、

この期間には高田で11mm/dayの降雨が2日あっ

たため（6日および9日）、この水位上昇はすべて

融雪水の流出によるものではないが、融雪係数を

用いて推定した融雪量の増減と水位の変動はよく

対応していた。したがって、山地斜面への融雪水

の供給も2月下旬以降の気温上昇に伴って急増し、

今回の地すべりの発生につながったものと考えら

れる。 

4．まとめ 

 本報告では、新潟県上越市で発生した国川地す

べりについて、地すべり発生箇所の地質および地

形、地すべりの規模、地すべりの発生から移動土

塊がおおむね停止するまでの状況、発生前後の気

象条件を整理した。国川地すべりは旧地すべり地

形の一部が再滑動したものであり、相対的に見て

移動距離が長い地すべりであった。移動土塊は傾

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 2012年2月から3月にかけての水位の変化  

※降水量（右軸）のうち、白抜きは推定の日融雪量、青棒は降雨量を示す
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斜 3～ 4°の水田上を、ピーク時には時速 10～
15mの速さで移動していた。今冬の上越地域では、

例年を大きく上回る積雪があり、それが2月下旬

から気温上昇に伴って急激に融けたことで、地す

べり発生直前に近傍の河川の水位が急増していた

ことが確認された。今後は、国川地すべりの発生

機構について、素因と誘因の両面からさらなる検

討を加える必要がある。 
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